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 最優秀論文賞 

 

 

地球と人との確かなつながりにむけて 
 

兵庫県立洲本実業高等学校  山本 碧 

 

本研究は，地球と人との確かなつながりにむけて，小型風力発電として用いられているクロスフロー型風力発電機の性

能改善について報告し，エネルギー変換効率だけではなく設備利用率を改善することで，エネルギー回収率が向上すると

いう小型風力発電機開発のあり方を提案する。さらに，この取組内容をもとに，平成 27年から今日にわたり，東北「絆」

ボランティア活動において，風力街路灯「ひかりん」を 8基寄贈してきた実践内容も含め報告する。 

 

 

1. はじめに 

地球の財産ともいえる化石燃料を，大量に消費する 20

世紀型利用から，太陽エネルギーを起源とした再生可能

なエネルギーを利用する 21 世紀型の持続可能な社会へ

転換することが求められている。風力発電は，世界でも

基幹電力として位置づける国が増える中，我が国では導

入が遅れている。日本の風況に適した日本型風車を実現

することによって，政府の掲げる目標を早期に達成させ，

我が国を再生可能エネルギー立国と位置づけて，「地球

と人との確かなつながり」にむけた社会を実現させなけ

ればならない。 

これまで，プロペラ風力発電機の高性能化のために，

原動機と発電機の整合化が総合効率を高めるという実

験結果をまとめた上で，プロペラ風車の諸課題を解決す

るために，新たにマグニウス風力発電機を開発し，総合

的なエネルギー回収率の向上をはかるという風車開発

のあり方 1)を提案してきた。プロペラ風車は日に日に大

型化し，世界最大となる 7MW 級の洋上風車が福島県沖に

設置されている。一方，小型風力発電機はソーラ発電と

比較しても，エネルギー変換効率が高くメンテナンスも

しやすい特長があるものの，カットイン風速が高いうえ，

強風になれば止まるという技術的課題が解消できずに

いる。 

そこで，このような課題を解決するために，微風でも

スムーズに回転し，強風時においては外部電源を用いず

自動的に回転数を制御する小型風力発電機の開発をお

こなった。 

本研究では，地球と人との確かなつながりにむけて，

小型風力発電として用いられているクロスフロー型風

力発電機の性能改善について報告し，変換効率だけでは

なく設備利用率を改善できれば，エネルギー回収率が向

上するという小型風車開発のあり方を提案する。さらに，

本技術を導入した東北「絆」ボランティア活動について

も報告する。 

 

2．「課題研究」での新型風車開発 

2．1 世界の風力発電の現状 

NEDO の統計 2)によれば，2016 年度末の時点での風力

発電の設備容量は，中国が世界 1位で 1億 6873 万 kW，

次いで 2位のアメリカが 8218 万 kW，3位のドイツが

5001 万 kW，以下 4 位インド，5位スペイン，6位イギ

リスの順となっている。日本は 336 万 kW で 19 位，設

置基数 2,253 基と風力先進諸国とは大きく遅れる結果

となっている。さらに，世界の風力発電の累積導入量

は既に約 5億 kWに到達しており，これは原発約 500 基

分に相当する。新規導入量は，年率 10%を越え，この 5

年間で 170％の成長率であることが示されている。この

ような成長が続けば，2020 年には，風力発電が世界の

電力供給の 10～12％になることが予測されている。こ

れは，風力発電が技術的にも成熟し経済性が追求でき

る有力電源として認知されていることが挙げられる。

米国エネルギー省がまとめた発電統計資料によれば，

風況の良い場所に大量導入すれば，発電コストは 3～7

円/kWh と，原子力や石炭火力などの発電コストより安
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価な発電装置であることを公表している。米国では

2030 年までに約 15万台の風力発電機を導入して，電力

需要の 20％をまかなう予定である。したがって，世界

的にも風力発電技術は，今後ますます有望な産業とし

てその成長が期待できる。 

 

2．2 クロスフロー型風車について 

クロスフロー型風車は縦軸型風車（図 1）であり，プ

ロペラ風車と異なり主軸が縦に位置する小型風車であ

る。微風域の自己起動性は，羽根の枚数が多いため他

の風車と比較して良好であるが，強風域では異常に高

い回転数となり，発電機が損傷したりする事故がみら

れる。通常，過回転防止のために，機械的な制御法で

あるブレーキが採用されている。しかし，これでは，

活用できる風速であるにもかかわらず，回転が止まり

有効利用できないという課題が残されていた。 

 

そこで，それらの改善を図るために，新たにクロス

フロー翼を変形させる風車構造を開発し，流体力学的

な回転数制御法について考案した。 

図 2に，試作した新型クロスフロー風力発電機を示

す。直径 φ200mm，全高 450mm である。直径φ30mm の

紙管を用いて 8枚の翼とし，翼の中央部を縦に割っ

て，それら 2つを蝶番で固定して可変翼とした。発電

機にはステッピングモータを採用した。回転むらを防

止するために，8枚の可変翼を同時に開閉させること

で，慣性モーメントを一定にする工夫もしている。 

 

 

2．3 新型風車開発 

まず，強風時の過回転を抑制する方法について，チー

ムで様々な意見を出し合いながら検討した。①ブレーキ

を用い機械的に制御する方法，②空気力学的に制御する

方法，③発電機サイドで電気的に制御する方法などが指

摘された。設備利用率を向上させるためには風車を如何

なる風環境においても回転させることが必要である。そ

の場合，原動機の設計と加工方法に注目して，表 1に示

すような対策案を検討した。その詳細な実験結果につい

ては，次項 2.4 にまとめて述べる。 

図 3に，開発した可変翼式クロスフロー型風車の回転

翼を示す。 

  

 

図１ クロスフロー型風車 

 

図 2 新型クロスフロー型風力発電機 

表 1 新型風力発電機の改善案 

項目 課 題 対策案 

① 
・外部電源の必要性 
・回転数を電気的に把握 

風力を用いた回
転数制御機構 

② ・自立型可変翼機構 可変翼機構 

③ ・電気的損失 
発電機による重
負荷制御 

 

  図 3 可変翼式クロスフロー型風車の回転翼 

再生可能エネルギー研究
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45 度毎にクロスフロー翼を備え，翼の一部を反転させ

て流入空気を逃がす構造とした。この工夫により，ブレ

ーキのような機械的制動装置を用いることなく，流体力

学的な制動が可能となった。特に 25m/sec を超える風速

が流入したとき，大幅な回転数の抑制ができた。過剰な

風速の場合でも，発電機が焼損するような事故を未然に

防止できる風車機構が開発できた。 

変換効率や起動性，安全性の向上を図るために，風車

構造を検討するだけではなく，実証実験にも取り組んだ。 

 

2．4  実験結果および考察 

ここでは，Cp はパワー係数，TSR は周速比として，式

(1)，(2)より求めた。 

  )2//( 3
mp AVTC             (1)      

)60/(2/ mm VNrVrTSR       (2) 

ただし，Tはトルク[N・m]，ωは角速度[rad/sec]，ρ

は標準状態の空気密度，Aは受風面積[m2]，Vm は平均風

速[m/sec]，rはロータ半径[m]，Nは回転数[rpm]を示す。 

図 4に，新型風力発電機の風洞実験結果を示した。(a)

は，微風や中程度の風速の場合のストリームラインを示

す。通常のクロスフロー型の翼形状が良好に維持できて

いることが明らかになった。また，空気流は，翼のカッ

プに絡んでいることがわかる。(b)は，強風時の場合のス

トリームラインを示す。翼はすべて開放して，失速させ

ている様子が明らかになった。また，空気流は，翼の両

側に逃げていることがわかる。これにより，トルクが減

少し、回転数も大幅に低下させることができた。 

図 5に，ディフューザを設置した風車(試作品)を示し

た。図の白い羽根のようなものがディフューザである。

これにより，エネルギー変換効率が 30%以上も向上させ

ることができた。以上，安全性も向上し，エネルギー変

換効率も大幅に向上できる風車構造が開発できた。 

 

図 6に，本開発風車の特性比較を示す。縦軸はパワー

係数，横軸は周速比で表した。その結果，試作品はパワ

ー係数 0.165 という高い値が得られ， 

従来風車と比較して 183%の向上が認められた。 

課題としていたカットイン風速は，従来品1.3m/secに

対して試作品では風速 0.85m/sec と低くなり，結果大幅

に向上できた。以上，ディフューザを設置することで，

カットイン風速も低くでき，エネルギー変換効率も向上

できたことで，設備利用率の向上が期待できる。このこ

とは，単に稼働率の向上だけではなく，実際の発電量が

高まることを意味する。 

レイリー分布による試算結果では，カッ

トイン風速からカットアウト風速までの範

囲が大幅に広くなることで，従来比 180%も

の設備利用率向上が期待できることが明ら

かになった。エネルギー変換効率とともに

設備利用率が大幅に改善される風車が開発

でき，当初の目標がようやく達成できた。 

   

        図 5 本開発ディフューザを設置した風車 

 

   図 6 本開発風車の特性比較 
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図 4 開発風車 
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3 東北「絆」ボランティア活動について 

兵庫県教育委員会の協力のもと，「ひょうごボランテ

ィアプラザ」が主催した「ひょうご・東日本大震災被災

地『絆』ボランティア活動」は，毎年約 600 名の高校生

が参加している。本校は，2 年連続して 8 月 1 日から 4

日の 4日間参加した。その実践内容を報告する。 

 

3.1 石巻市仮設住宅 

 石巻市役所の生活再建支援課の協力の下，風力発電灯

(ひかりん)6 基を設置した。仮設団地連合自治会の皆様

に，石巻市の被災状況と復興状況を説明いただいた後，

仮設大橋団地の入口付近に設置している風力発電灯の

電気回路と回転部のメンテナンスを行った。北上川から

の風を受け，音もなく回転していた。仮設開成団地，仮

設旭化成団地にも設置している。「役にたっているよ。」

というお言葉を頂いた。 

 

3.2 陸前高田市仮設住宅 

陸前高田市区長様の協力の下，前年度に設置した風力

発電灯 1基のメンテナンスを行った、2年経過しても問

題なく稼働している。「ありがとう。」といったお言葉も

頂いた。一中仮設住宅集会所では，団地に住む皆様とも

当時の様子をお聞きした。陸前高田市は，産業基盤を喪

失したことから，有名な「奇跡の一本松」をはじめとす

る観光開発に注力している現状もお話いただいた。 

 表 2 に、この活動における報道機関の取扱いの一部を

まとめた。NHK の「てれまさむね」やサンテレビの「News 

PORT」にも紹介頂き，朝日新聞社，読売新聞社，神戸新

聞社，河北新報社，石巻日々新聞社，石巻かほく，三陸

河北新報（順不同）などにも掲載された。 

 

4．まとめ 

従来風車と比較した結果，微風から強風までの広い風

速域にわたりスムーズな回転が可能となり，エネルギー

変換効率も大幅に向上した。稼働率や変換効率だけでは

なく，幅広い風速域にわたり風車の有効利用率を高める

ことで，エネルギー回収率が向上するという小型風力発

電機開発のあり方が提案できた。すなわち，地球と人と

の確かなつながりを目的とした新たな風車が開発でき

た。 

さらに，これまでの得られた知見を東北「絆」ボラン

ティア活動に生かすべく，新型風力街路灯(ひかりん)を

非常用電源灯として利用することを提案し，現在まで活

用いただいている。 
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表 2  報道機関の取扱い(一部) 
 内 容 機関 

8月 1日 

番組「News PORT」洲本実

業高校の生徒が製作-風力

発電の街路灯を東北へ- 

サンテレビ 

8月 5日 

番組「サンテレビ ニュ

ース」洲本実業高校の生徒

が東北へ-風力発電の街路

灯を寄贈- 

サンテレビ 

8月 8日 

News 石巻かほく-兵庫・

洲本実高 仮設団地訪れメ

ンテナンス- 

三陸河北 

新報 

8月 9日 

回る 回る支援の風車街

路灯 兵庫・洲本実業高生-

仮設団地を点検訪問- 

石巻日々 

新聞 

8月 10日 

石巻の仮設に淡路から街

灯 今年も高校生製作-阪神

被災時のお礼- 

朝日新聞 

宮城 

8月 20日 

自然エネで仮設明るく 

兵庫・洲本実高生 風力発

電の街路灯 3 基寄贈-石巻

住民「非常時も役立つ」- 

河北新報 

8月 20日 

高校生，被災地で活躍 仮

設団地訪れメンテナンス-

兵庫洲本実業高 街路灯を

製造し昨年も寄贈- 

石巻かほく 

8月 23日 

東北被災地へ風力街路灯

洲本実業高 ソフトエネル

ギー研究ユニット 

神戸新聞 

淡路 

これは, 平成 29年度報道記事の一部をまとめたもの 


